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
年代後半以降, 韓国, 中国, 日本との間でそれぞれ２
国間漁業協定が結ばれ, 操業水域, 相互入漁をめぐる交渉が
毎年, 行われている｡ 一方, 自国周辺水域での漁業管理 (資













する) を対象として, 最初に, () 近海漁業の制度と漁業動
向を概観する｡ 次いで, () 主要な近海漁業である大型まき
網, 大型機船底曳網２艘曳き, 大型トロールの経営動向を分
析する｡ 漁業動向や漁業政策が漁業経営にどのように反映し













韓国の漁業は遠洋漁業, 近海漁業, 沿岸漁業 (区画漁業を




る２)｡ 近海漁業の種類は, 近海まき網, 大型機船底曳網, 中
型機船底曳網, 近海トロール, 近海釣り, 機船船曳網, 近海
刺網, 近海あんこう網, 近海棒受網, 近海カゴ, 近海延縄,
近海桁網, 潜水器漁業の種類であり, 地区や業態によって
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る｡ 近海漁業は, 東シナ海, 黄海, 日本海 (韓国では順に南
















































 近海漁業の種類, 漁船規模, 許可定数, 及び許可件数













































隻, 大型トロ－ルは	隻程度としており, 減船事業の ｢予備



















































































































































































































は, 協定水域は北緯	度を北限, 北緯	度分 (中国側) と
北緯	度分 (韓国側) を南限とし, それ以北 (黄海の５島)
は中国の, それ以南 (長江河口水域) は韓国の現行操業維持















②過渡水域は, 協定発効後, ４年間は共同で管理し, その








































網類, まき網が続く｡ あんこう網に対する割当てもある (主
に黄海で操業するので, 韓日漁業協定の影響はない)｡ 総割
当量は同じだが, 釣り類, まき網, 刺網類への割当てが増え






































































































































ればよい｡ ①漁獲量が多く, 経済的価値が高い魚種｡ ②韓国
周辺水域で隣接国漁船と共同に利用する魚種｡ ③資源が減少
して保存管理が必要であるか, または業種間の漁業調整が必









ズワイガニ, ウチムラサキガイ, タイラギ｡ ③漁場及び漁具
紛争で漁業調整が必要なズワイガニ｡ 漁具は刺網が中心であ







いること, サバ, アジ, イワシは魚種名を特定していないこ
と, が特徴である｡ 魚種名を特定しなくても大型まき網で獲
れる魚種は固定しており, サバ類, マアジ, マイワシを指す
という共通認識がある｡
なお, 日本の対象魚と同一なのは, ｢サバ, アジ, イ
ワシ｣ とズワイガニである｡ ４魚種は相互入漁の対象でもあっ
たが, ズワイガニは日本の(日本海) から閉め出されて




業は対象外としている｡ ｢サバ, アジ, イワシ｣ の場合は大
型まき網だけが対象であり, 漁獲量が少ない小型まき網や機



















は, 水産科学院 (旧水産振興院) が行う｡ 大型まき網のサバ,










生産量) も算定される｡ の決定には漁獲実績 (過去５
年間),  (漁獲努力量あたりの漁獲量), 漁業の現状を
考慮して決める｡ サバ, アジ, イワシはそれぞれの	を
算定し, そのうち大型まき網の割合を漁獲比率で計算する｡
の割当ては過去３年間の漁獲量を主要な基準として
いる｡ 業種別団体 (ほとんどが水産業協同組合, 略して水協)
がある場合は業種別団体に, 団体がないか, 団体に所属して




































年からガザミが対象となった｡ 延坪 (ヨンピョン) 漁
場及び西海特定海域でガザミを主対象とする刺網 (固定刺網,
三重刺網を含む) とカゴ漁業について, 北朝鮮との関係で秩
序確立を目的としている｡ 延坪島は北朝鮮との ｢国境｣ の島








































漁船の大半が ｢曳網｣ であって, 魚種別管理は非常に困難で
ある｡ こうしたことを考えると, 近海漁業での管理は
困難な面が多く, 沿岸漁業での資源管理や ｢漁業調整｣ で役
割を果たしているといってよい｡
②行政的強制 (罰則) が伴わず, 実効性が乏しいことから,
漁業者の参加が消極的で, 漁獲量の把握が円滑にいっていな


















































減船する｡ 実際, 年までに	隻 (		億ウォン) を減
船したところで, 計画通りには進んでいない｡ 補償について

















長崎大学水産学部研究報告 第号 () 
定であるが, 計画は年までしかない｡
｢国際減船｣ が加わったことで, ｢一般減船｣ の事業計画は
当初計画の約半分にあたる隻, 億ウォンに縮小さ
れた｡ ｢国際減船｣ の年までの計画は	隻, 
億ウォ
ンとなっていて, 両者を併せると当初計画の隻数, 金額とも






に始まり, 大型機船底曳網２艘曳き, 近海あんこう網, 潜水
器漁業が中心であった｡




ある｡ 主な漁業でみると, 大型機船底曳網２艘曳き, 大型ト
ロール, 近海刺網, 近海延縄は韓日, 韓中漁業協定でほぼ半
数づつ, 大型まき網は韓日, 近海あんこう網は韓中漁業協定













補償 (減船支援) は物的被害額, 営業権被害額, 失業手当
の３つに大別される (表８)｡ 物的被害額は漁船・漁具など
の残存価値評価額と解体費であり, 営業権被害額は平年利益
額の３年分とする｡ 失業手当 (全額国庫負担) は ｢一般減船｣
の場合, 通常賃金の２ヶ月分, ｢国際減船｣ では６ヶ月分と
する｡






















































































近海漁船を対象にした ｢一般減船｣ が始まり, 年から国











る｡ その段階では, 近海漁業の業種の統廃合, 沿岸漁業との
操業区域調整も課題となるだろう｡




１) 全般的には, 金 炳浩 ｢韓国沖合漁業の漁業事情に関す
る報告｣ 『我が国東シナ海漁業における ｢輸出市場｣ の
展望に関する調査研究, 韓国の漁業事情に関する動向把
握及び情報収集』 (年３月, 芙蓉海洋開発株式会社,
下関水産市場研究会), 李 光南 ｢韓日中間の漁業資源の
管理問題と展望｣ 『地域漁業研究 第巻第１号』 (
年１月) を参照した｡
２) 韓国の漁業については, 時村宗春・大滝英夫・金 大永




年４月), 金 栄球 ｢韓中漁業協定と韓国の当面の課
題｣ (国会海洋フォーラム朝食講演, 年４月, ハン
グル) を参照した｡
４) 制度については, 海洋水産部 ｢総許容漁獲量
長崎大学水産学部研究報告 第	号 () 
() 制度基本計画及び年度施行計画｣ (年
月), 海洋水産部 ｢総許容漁獲量 () 制度基本計
画及び年度施行計画｣ (年月), 海洋水産部
｢年基本計画｣ (以上, ハングル), 柳 廷坤・




５) 減船事業については, 海洋水産部 ｢年国際規制によ
る漁業者支援事業執行指針｣, 海洋水産部 ｢年沿近
海漁業構造再編事業執行指針｣ (年１月), 海洋水産
部 ｢沿近海漁業構造再編総合対策｣ (以上, ハングル),
金 炳浩・辛 英泰 ｢韓国沿近海漁業の再編｣ 地域漁業学
会編 『漁業考現学－世紀への発信－』 (農林統計協会,
平成年) を参照した｡
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